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藤川 賢・
要約
本稿は、全国の都道府県および政令市中核市を対象として行われた調査に基づく、産廃
問題の全国的概況と自治体施策などに関する報告の一つである。その中で、産廃の広域移
動と処理処分をめぐる地域格差の現状を中心に考察している。
産廃の広域移動とそれにかかわる環境問題は、1980年代後半から指摘されるようになり、
自治体ごとに規制も取られてきた。ただ、それによって一定の抑制効果はあったものの格
差の存在は今も続き、また実態も必ずしも明らかではない。さらに、年間4億トンという
産廃の発生量の大きさ、わずかな量でも環境汚染を引き起こしうる有害廃棄物やダイオキ
シンの存在、問題の多い部分ほど行政による把握から抜けやすいという現状などを見ても、
産廃に関する負担の地域差を統計的に示すことは難しい。
この限界を示した上で、本稿は、発生量と処分量の差、流出量と流入量の差、人口あた
りの処分場数などの比較から、その概略を明らかにしようとしている。そこで指摘された
ことは、大きくは次の 3点である。一つは、量の大小はあるものの産廃の広域移動はほぼ
全国的に確認しうること、第二に、都市から地方へという産廃の流れを見たとき、他の都
市に比べ首都圏ではその範囲と量がはるかに大きく、中京地域などでは周辺から中心へと
いう流れも認められるのに対し東京にはそれがないことである O 第三には、処分量に比べ
処分場数で見たときに、地域差は、よりはっきりすることである O
では、これらの流出入による違いは、自治体ごとの産廃施設に対する姿勢とどのように
結びついているのだろうか。本稿の後半では、それについて主に次の三点から考察してい
る。一つは、流出の多い県と流入の多い県の間には、流出入の少ない県に比べて共通の傾
向が見られることである。第二の点として、産廃施設や流入量は住民からの苦情の数に比
例するが、流入県では施設の環境問題に対してより楽観的な態度を示す傾向が強いことで
ある。第三に、同じく流入県では、流入の少ない県に比べ、産廃施設の経済的メリットを
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高く評価する傾向である。
これらはいずれも、産廃の流出入をめぐって、各自治体が現状を追認する姿勢にあるこ
とを示すものと考えられる。その意味で、広域移動と地方の負担を改善するための主体を
どこに求めるべきかという点も、今後の重要な謀題として残されているのではないか。
o.はじめに
産業廃棄物に関する問題が一般廃棄物より難し
いとされる理由の一つに、不可視性がある。一般
消費者にとってはいうまでもなく、企業や行政に
とっても産廃が一般ゴミよりなじみ深いとは言え
ないのである。企業の中でも産廃の排出や処理に
かかわるのは限られた部門に過ぎず、多くの場合
には専門の処理処分業者に委託してしまう。行政
にとっても直接に処理を担当する一廃と違い、産
廃については排出企業や処理業者への認可や指導
にあたるだけであるため、この問題が大きくなる
前までは数人の係や班だけで担当する県も少なく
なかった。他方で、産廃の処理処分には多額の経
費がかかることから暴力団の資金源にされるなど
ということもあり、ますます世聞から見えにくく
なっていった。
産廃の地方流出は、そういう状況の中で自然発
生的に進んできたものであるため、環境汚染など
による被害を受ける人たちの運動の他にそれを指
摘する声も少なく、現在においてもその全貌が明
らかであるとは言えない状況にある O
これらのことは、産廃施設周辺や計画地での住
民運動にも影響を与えてきたο都市部など他地域
からの支援を受けることも困難で地域ごとのたた
かいを強いられがちであること、産廃の大量発生
や遠距離移動などの本質的な問題を突きつめても、
それを提起すべき対象が明らかでないことなどで
ある O このために、国や地方自治体の行政レベル
でも統一的な対応が遅れてきた。全国各地で同様
の問題が頻発しており、その解決に関する行政の
影響力はかなり大きいにもかかわらず、事例ごと
に自治体の対応が異なっていることも、産廃問題
における大きな特徴となっている。
本稿は、このような状況にある産廃の広域移動
に関して、全国的な概況をある程度まで把握する
ことを一つの目的とし、それをふまえつつ行政の
対応について考察しようとするものである。以下、
1節では、事例をあげつつ広域移動にともなう問
題の特徴などについて示したい。 2節では、本稿
を含めた一連の報告で依拠している自治体調査の
実施状況などを紹介する。 3節では、その調査結
果から都道府県ごとの越境移動と産廃処理に関す
る負担の差などについて確認する o 4節では、こ
れらの問題に対する行政の態度に考察を進めてい
きたい。
1.広域移動と地域格差
1. 1 自治体による規制をめぐる経緯
産廃の処理処分には地域的な区分があるわけで
はなく、各企業の都合に応じて行われる。東京を
中心に起きた六価クロム事件のように、かつては
発生工場から手近な場所に安易に捨てられること
も少なくなかったのである O 都市部で住宅地化が
すすみ、公害問題への意識が高まる中で次第に処
分地は遠くなり、また、移動や埋立のコストを軽
減するためもあって焼却などの中間処理も一般化
してきた。たとえば埼玉県の場合を例にとると、
1970年代には日本で初めての管理型産廃処分場が
開設された、処分場の多いところであったが、人
口増とともに処分場建設が難しくなり、 1990年以
降の新設はほとんどないという。他方で、 1980年
代から中間処理施設の設置が急増し、くぬぎ山に
代表されるような焼却炉集中地域も形成されてい
く1)。言うまでもなく、その焼却灰などは、群馬、
栃木、長野などの他県に運ばれていくのである
(関口1996)0 1980年代半ばからは、いわゆるパブ
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ル期のゴミ増加もあって処分場計画が全国的に急
増し、それにともなって遠距離移動も激しくなっ
た。産廃ではないが、 1989年5月に千葉市の生ゴ
ミ計2，279tが青森県田子町の民間処分場に運ばれ
た事件は、「東北ゴミ戦争jの象徴として全国の注
目を集めた(河北新報報道部1990:114)。なお、こ
の事例でも該当するように、これほど遠距離かっ
頻繁な移動が行われるようになった背景には、高
速道路網の拡大を見逃すことができない。地価が
違うように処分にかかる料金にも格差があり、ま
た、処分費用が上昇したために、全国どこであれ
輸送コストをかけても採算がとれると言われる状
況になっているのである。
都市からの産廃流入に追われるようになった各
県では、指導要綱などで流入の規制を強化し始め
る。 1986年には茨城県で事前協議制が義務づけら
れ、 1990年には東北6県や千葉県でも規制が敷か
れた九 1995年1月時点で、 31道県8市が何らか
の流入規制を行っている(東京都 1995)0その結
果、不法投棄や違法持ち込みなどはもちろん存在
するものの、数字の上で産廃の越境移動はやや沈
静化したといわれている。
1990年代には、同時に、各地で廃棄物施設に関
連する環境汚染が明らかになり、他方で新規計画
が増加したことによって、産廃施設をめぐる地域
紛争も頻発している o 住民の反対で施設をつくり
にくくなったことで計画の数がさらに増えたとい
う状況もあるが、住民運動の全国的組織である
「廃棄物処分場問題全国ネットワークJによると、
紛争の数は大小あわせて数百にのぼっている。
これらの紛争増加に対する都道府県の対策とし
て、計画申請に対する規制が強化され、また、条
例や指導要綱などの形で規制を明文化する自治体
もやはりこの10年の聞に増えている。規制の方法
や内容などは多岐にわたるが、例えば、水源地近
くへの施設立地の禁止や環境アセスメント実施の
義務づけ、周辺住民による同意書を申請の際に提
出させる、などが多い。ただし、規制の効果は多
様であり、たとえば周辺住民の同意などは、厳し
くとればほとんどすべての計画申請を抑えるほど
の効果を持ちうるが、それも同意を必要とする住
民の範囲などによってかわってくる。また、環境
アセスメントの強化などは、反対住民を説得して
施設立地を認めるための形式的手続きになる可能
性もあり、これらの規制の明文化を単純に施設建
設を抑制させるためのものだと結論づけることは
できない。
法的手続きだけにしたがって産廃施設の認可を
進めていけば、他地方で作れない分の建設計画が
流れ込む可能性は高く、また、住民からの不安の
声にも対処しきれない。かといって、住民が納得
しうるだけの法律的根拠もないために、施設の必
要性と安全確保の間で苦慮しつつ作られたのが、
これらの規制だと言えるだろう。だが、こうした
内規による許可保留や申請不受理が法律違反だと
して業者が自治体を提訴している例もあり、この
問題に関して行政がおかれている立場は、苦しい
板挟み状況だと考えられる。
これらにも関連する近年の動きとして、もう一
つ、厚生省から各都道府県への処分場の増設の要
請も存在する O その一手段として、公共関与によ
る処分場の設置を進めている県もあり、また、処
分場の必要という観点から、地域住民に対抗する
形で民間の処分場計画を後押ししている自治体も
ある。
以上のように、産廃問題は、長年にわたって等
閑視されがちだったものが短期間のうちに拡大さ
れたという背景もあり、さらに広域移動のために
県によって、あるいは同一県内でも地域によって、
置かれている状況が違う。そのために、地方行政
の対応が果たす役割は大きしまた、その違いも
複雑であり、その状況を確認していく意味は少な
くないと考えられるO
1. 2 広域移動の地域住民運動
広域移動の問題を考える上で、産廃施設立地点
における住民運動を無視することはできない。そ
こで、全国概況に目を向ける前に、こうした概況
の記述では見えないが地域住民運動と広域移動の
関係を見る上では無視しがたい論点について、 2
点だけ確認しておきたい。一つは量に関すること、
もう一つは住民運動と都市との関係についてであ
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るO
第一に、後述の産廃発生量や移動量に比べ、
個々の問題を引き起こしうる産廃の量は非常に少
ないということがある。例えば、史上最大の不法
投棄と呼ばれ産廃による環境汚染の代表の一つで
もある香川県の豊島事件では、主に関西方面から
自動車シュレッダーダストなど約50万トンが不法
に埋め立てられている O これは決して少ない量で
はないが、日本の年間産廃最終処分量とされる約
8000万トンからすると1%にも満たないのである。
遠距離移動に関しては、もっと少ない量で、も流
入先の地方では大問題を発生させることがある。
例えば、 1996年から97年にかけて鹿児島県では神
奈川県からの産廃受け入れをめぐって紛争が起こ
り、県を含めた訴訟にまで発展している。問題と
なったのは、地元の建設業者が地域の建設廃材な
どの受け入れ先としてつくった処分場であるが、
採算にあうだけの廃棄物が集まらなかったことか
ら、神奈川県の産廃業者と受け入れの契約がかわ
されたものである O 事前協議を受けた鹿児島県も
1996年秋から翌年にかけて36，000m3の安定型産廃
搬入を認めている。だが、実際に最初の搬入が行
われると、都会のゴミ受け入れへの反発や環境問
題への懸念などから地域住民の聞に強い反対が起
き、県としても神奈川の業者に 2回目以降の搬入
中止を要請した。だが、業者は 1997年1月に横浜
を出港、志布志港沖に到着してしまう。そこで県
知事によって接岸許可が保留され、産廃船が沖合
に停泊したまま、 1月あまりにわたって、地元住
民と業者側、それに鹿児島県や串良町を含めて協
議が続けられた。その聞にも産廃持ち込みに反対
する動きは鹿児島県大隅地方の全体に拡がって
いった。最終的に、鹿児島県は今回の約4000m3に
かぎっては搬入を認める判断を下したのであるが、
搬入トラックが集落にかかったところで、地元住
民が積み荷の内容確認を要請し、木くずや乾電池
など安定型以外の産廃を発見、トラックを港に帰
還させる。そして、手作業で混入物は除去したと
主張する業者側と、住民側が、集落の細い路上で
一昼夜にわたってにらみ合う事態を迎える。結果
として、町と県も住民側の主張を認めたため、業
者は、産廃を積んだまま横浜に帰港した。だが、翌
3月初めに、業者側は、県、町長、反対住民を相手
取った訴訟を起こし、そのうち、鹿児島県には約
32億円の損害賠償を求めているヘ
ここで問題となった4000m3は、首都圏のやや大
手の業者が扱う産廃の一部にすぎず、事件そのも
のも全国的にはそれほど話題にならなかった引。
だが、戸数100程度の小さな集落にとってはたい
へんな大きさであり、県内でも大きな事件として
扱われたのである。この量のギャップは、多くに
共通するものと考えるべきだろう。
もう一点は、「地域エゴjという批判に関連する
ことである O 一廃産廃を問わず、排出しておきな
がらその処理処分を他地域に押しつけようとする
のは地域エゴだという批判は、廃棄物問題を考え
る上で、重要な意味を持ってくるだろう。だが、産
廃の場合にはー廃以上に、都市住民がその批判を
直接に受けることはまれである。それとは逆に、
産廃の流入先の地域では、たとえ地域に関係のな
い産廃であっても、全国的に必要な処分場に反対
することが地域エゴだという非難を受ける不安を
持っているのである。さらに、その多くは過疎地
であるため、運動を進めていく上で世論の支援を
要する場合も多く、的外れであってもそれらの非
難に敏感にならざるをえないこともある。例えば、
先述の豊島では不法投棄された産廃の撤去を求め
る運動を続けているが、その中で、排出地と排出
企業のほとんどが判明しているにもかかわらず、
それをそのまま持って帰れと主張するのは自分た
ちと同じ苦しみを他地域に押しつけることであり、
世論の支持も得られないとして、島内で約10年か
かる無害化処理を行う案を自ら選択している 3)。
これはやや特別な事例であるにしても、産廃施
設がどれだけ必要なのかという議論が、産業界全
体での検討課題にはならずに、個別の紛争の中で
推進側から反対運動に突きつけられることが多い
ことは確かであろう。このことは、産廃に関する
地域格差を量的な面だけでなく質的な違いとして
も捉える必要をうかがわせる。これについては、
5節のむすびでも改めて考察していきたい。
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2. 1997年度1998年度自治体調査の概要
2. 1 調査目的と質問紙の設計
「都市環境調査研究班J(代表:飯島伸子東京都
立大学教授)では、産業廃棄物問題について、聴
き取り調査などと並行して自治体を対象とする統
計的調査を実施してきた。そのうち1996年に行っ
た東日本など 14都県の全1452市町村に対する調
査の結果と分析については、『総合都市研究.164号
に報告されている(飯島他 1997)。今回、「産業
廃棄物に関する自治体調査報告」と共通の副題を
つけられた一連の論文は、市町村調査に続いて行
われた都道府県調査 0997年)および政令市・中
核市調査 0998年、以下「政令市調査」と略記)を
一つの共通軸とするものである。産廃を取り上げ
ること、自治体を調査対象に加えることなどの意
義や目的については上記の総説に詳しいが(飯島
1997)、ここで、前回の市町村調査などと比べて
の、本調査の目的と特徴などについて簡単に触れ
ておきたい。
市町村が直接には産廃担当機関とならないのに
対して、国の機関委任事務としていわば産廃処理
にかかわる行政の窓口となる都道府県と政令市は、
排出企業への指導から処理処分施設への認可・指
導、産廃処理計画の策定までを行っている。それ
を対象とすることによって、産廃にかかわる全国
的状況を把握することが、本調査の目的の一つで
ある。発生量は一般廃棄物に比べて約 8倍も多い
にもかかわらず、産廃に関する全国的な統計資料
はきわめて少ない。この落差は、産廃に関する問
題の顕在化や対策がー廃に比べて大きく遅れたこ
とにもつながっていると考えられる。後述のよう
に、産廃の処理処分は直接には企業の責任とされ
ており、また、分類の難しさや種類の多様さなど
の事情もあって、産廃に関するデータの集積は難
しいのだが、不十分であるにせよ、全国的な概況
を提示し、分析することは産廃問題を考える上で
有用だと考えられる。
本調査における第二の目的として、産廃問題の
解決に向けて自治体の果たしうる可能性を探るこ
とがある。多くの場合、自治体の意見形成は中央
官庁などの意向を受ける形で統一化されていると
考えられるが、産廃に関しては、地域によってお
かれている現状が異なり、また、模範的な政策が
確立されているとは言いがたいことから、自治体
による差もある程度は存在する。その中から、ど
のような政策や方向性が自治体にとってより望ま
しいとされるのかを明らかにしたいということで
ある。
第三の大きな目的は、市町村調査との比較であ
るO とくに、産廃行政への直接の関わりの有無が
産廃施設などへの見方にどのように影響するか、
都道府県の態度は、その県内の市町村の態度にど
のように相関するかといった関心から、本調査で
は、市町村調査と共通の質問項目を複数設定して
いる。
このことと関連して、本調査では産廃に関する
一般的な意見をきく質問がある程度の割合を占め
ている。記入担当者個人の見解との区別がつけに
くい、建前的な回答に集中するのではないか等々
の懸念も大きかったが、各地の具体的な紛争で自
治体による態度の違いが見られていることもあり、
具体的な対応を迫られていない自治体でも内部で
は旗臓を明らかにしているところが少なくないの
ではないかと考えられたからである。質問紙の作
成にあたっては、各設問ごとに「貴都道府県(貴
市)のお考えは」と確認すること、また、意見項
目については集計分析の際にも具体的な自治体名
を出さずに統計的に処理することとし、その旨を
調査票の表紙や依頼文などに明示することなどの
対処をとった。
そのほか、各設問に関する個別的な目的や仮説
などについては各論文を、具体的な質問項目など
については全論文末尾の単純集計結果を参照され
たい。
2. 2 調査の実施状況
本調査では、前の市町村調査を踏襲して、郵送
法によった。送付先は、あらかじめ調べた産業廃
棄物担当部課とし、 47都道府県と38政令市の全数
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を対象とした。実施時期は、都道府県調査が1997
年10月から翌年2月、政令市調査が1998年4月か
ら8月である。
調査期間が長いのは、回収率をできるかぎり全
数に近づけようとしたためで、その聞にはいくつ
かの働きかけを行っている O 都道府県調査を例と
して説明すると、当初にお願いした11月中旬まで
の約3週間でご返送いただけたのは約34%の16通
であったが、手紙で再度のお願いをして、 11月末
までに約61%にあたる計29通を得た。その後、残
りの県にたいしては定期的に確認の電話をしつつ、
2月初旬まで期間を延長して約90%にあたる42都
道府県から回答をいただいた。残りの静岡、三重、
愛媛、高知、福岡の各県からは、協力したいが多
忙のために手が着けられないでいるというご返事
が続いていたため、年度末に向かう時期を勘案し
て、ご回答いただくかわりに『産業廃棄物処理計
画』ないし『産業廃棄物処理実態調査報告』等の
資料をお送りくださることだけをお願いした。な
お、これらの資料送付のお願いは、依頼したすべ
ての都道府県についても行っている。
また、回答をいただいた県の中に、意見項目に
ついてはすべてが白票だったものと、無回答が2
ページ以上にわたるものが、それぞれ 1通あった。
以上を総合すると、基礎データ部分は47都道府県
から、意見項目については41ないし 40都道府県
から回答を得たことになる。なお、基礎的データ
であっても自治体によって調査していない項目な
どがあり、意見項目に関しても特定の質問のみ無
回答というケースもあった。したがって、考察に
あたっては、百分比ではなく実数を中心に分析を
行っているO
政令市調査についても、上と同様の手順により、
8月までに浜松市と和歌山市を除く 36市からご返
送いただいた。こちらは、 1ページ以上にわたる
無回答などはなかったが、中核市になって聞がな
いなどの理由から、産廃に関する実態調査などを
まだ実施したことのない市もかなり多いため、調
査票の作成時にも質問を選択し、集計に際しても、
いくつかの質問項目を分析対象からはずしている。
次に、時間のずれによる調査結果への影響につ
いて 2点を確認しておきたい。一つは、主に基礎
的データに関するものである。調査票では、前年
度の数値を記入してくださるようお願いしたが、
自治体によっては毎年の集計を行わない項目もあ
り、それらについては判明している最新年度につ
いてお答えいただくこととした。処理処分量など
は、原則として5年ごとに行われる実態調査によ
る場合が多く、各回答では、 91年から96年にかけ
て最大5年の差が存在しているO なお、厚生省資
料によると、この間に産廃の全国総発生量は4億
トンの前後500万トンの間で横這いが続いている
が、最終処分量は約8900万トンから約8100万ト
ンへと微減の傾向にある。
もう一点は、意見項目に関する状況の変化であ
る。都道府県調査実施中の 1997年12月に厚生省
が各都道府県にたいして、産廃施設の立地申請に
際しては周辺住民の同意を義務づけないようにと
いう通達をだしていたことが、 1998年2月末に判
明している。この通達が絶対的な影響力を持つも
のとは言えないにせよベこの前後で立場を変え
た自治体も少なからずあると考えられ、問 30C 
「施設の許認可には周辺住民の同意が不可欠Jの結
果には留保が必要だろう。
3.産廃をめぐる全国的状況
3. 1 発生と処理処分に関して
本調査の結果から、各県ごとの年間産廃発生量
と人口一人あたり発生量を示したものが30ページ
の表I-1である。なお、この表の中で長崎県につ
いては、発生量による集計結果が得られなかった
ので、排出量を示している。排出量とは、総発生
量からそのまま再利用可能な有価物をひいたもの
を指し、その差は産廃の種類などとの関係でばら
つきが大きいのだ、が、平均すると 1割弱と考えら
れる O ただし、発生量と排出量の区別は暖昧なた
め、他にも排出量を事実上の発生量として調査し
ている自治体が存在する可能性もある O また、一
人あたり発生量は、 1997年の住民基本台帳人口を
参照して割り出したものであるO
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表I-1からまず気がつくことは北海道からの発
生量の多さであり、そのほかには首都圏、中京、阪
神等の都市部でも高い数字が見られる。北海道の
発生量が突出している理由の一つは、畜糞などの
農業廃棄物によるものである。全国的に見ても農
業廃棄物は全産廃排出量の5分のl近くにのぼり、
建設業と並んで業種別発生量のトップを占めてい
るが、発生地域が片寄っているため、このような
ばらつきが生じる。例えば鹿児島県では全発生量
の約6割が畜糞尿である。
逆に大都市では下水汚泥が多く、東京の産廃は
約52.8%が上下水汚泥である(東京都1995)0これ
は、この調査時点では大部分が中間処理の後に海
洋投棄されているが、国際条約による海洋投棄の
全面禁止が近づいており、新たな処理処分方法の
確立が求められている。また、大都市周辺などで
は製造業、建設業の割合が高まり、例えば、埼玉
4 
0 
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県では、総発生量の46.8%が製造業から生じたも
のである(埼玉県1996)0このように、産業廃棄物
の発生状況には地域による差が激しく、一人あた
り発生量で見ても一般ゴミに比べてかなり違いが
大きくなっていることが分かる。建設廃材や下水
道汚泥などの消費生活に直結する産廃と違って、
畜糞尿や鉱工業汚泥など生産段階での産廃が全国
の消費を支えるものであることを考えれば、産廃
の発生段階からも、ある種の地域差が示唆されて
いると言えるだろう。
次に処理処分量についてであるが、これは、不
明もしくは無回答とした県もあり、また、回答さ
れた数字の算出方法なども統一されているとはい
いがたいため、全国的な概略のみを図I-1、図E・
2に示した。なお、厚生省の資料によれば、全国の
年間処理量は、 1997年時点で約31.100万トン、同
じく最終処分量は約8，000万トンとされている。
1亡コ処理1i¥: 2∞万 t未満
V' . 2皿皿処腕 2ω万t以上側万 t未満
• rh-クr 31B処理量 400万 t以上 800万 t未満
4圃圃処理量 800万t以上
5仁コ不明
図E・1 中間処理量による都道府県分類
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中間処理量がもっとも多いのは愛知県ついで埼
玉県であり、発生量との関係もあって都市部で大
きいが、同時に、発生量に比べて全国的な差が少
なくなり、その分、都市圏から周辺地域へと流れ
ていることも指摘できる O この傾向は、最終処分
で見るとさらに顕著になり、産廃の問題が全国に
拡がっている状況が分かる。また、この図にもあ
る程度あらわれているが、発生量と処理処分量の
聞には地域聞の逆転現象も存在する O 地域ごとの
都府県平均を見たとき、産廃発生量がもっとも大
きい関東地方が、中間処理量では近畿、中部や中
園地方より低くなり、さらに最終処分量では九州
地方よりも低い数値となるのである。ただし、こ
れは関東地方に顕著な状況であり、近畿圏や中京
圏などではあまり見られない。これは、首都圏で
は都市域の拡がりなどから、南東北や信越地方な
どへの産廃流出が多いのに対して、他の地方では
/ 
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〆，
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それほど大規模な移動はまだ多くないことを示す
ものだと考えられる。また、大阪湾ではフェニッ
クス計画が実行され近隣府県からの産廃もあわせ
て処分されていることも理由のーっとなっている
だろう。したがって、処理処分量ではなく、処理
処分の施設数で比べれば産廃移動に関する地域格
差はさらに全国に拡がっていることが予想される
が、それについて述べる前に、産廃の越境移動の
様子について確認していきたい。
3. 2 越焼移動
産廃の広域移動について全国的な状況を知るこ
とは、本調査の大きな目的の一つであり、中間処
理、最終処分の両段階について、流入、流出の両
方を質問している。だが、この調査ではそれにつ
いて詳細なデータをそろえることが難しかった。
最大の理由は、自治体による産廃処理実態調査の
lEコ処分[， soyjt本f萌
2阻醐処理量 50万 t以上 1∞引未満
3ZZ処理量 l∞万 t以上 2∞万 t未満
4・圃処理量 2ω万 t以上
5Eコ不明
図E・2 最終処分量による都道府県分類
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対象に流出入量が含まれていない事例が少なから
ずあったことである。一般に流出入がどちらかに
片寄るところでは、その少ない方を調べないこと
が多く、広域移動として県内での移動を調べてい
る自治体もあった。また、回答をご記入いただい
た自治体の間でも、リサイクル目的分や自社処理
分の産廃を移動量の中に加えるかどうかなどで違
いがあり、一覧表に示すには不都合が多いと考え
られた。
産廃の広域移動のうち、もっとも大きいのは都
市部から周辺地域への流出であるが、他にもいく
つかの要因が存在する。一つは、特別な技術や施
設を要する中間処理を求めるものであり、例えば、
畜糞尿の堆肥化施設などもこれに含まれる場合が
。
d o 
I ~IÜII= 小、流入=小
:< 1;':，1: 1 mUlI=小、流入=大
トー
1 m(l¥=λlnt人t 大
~ 1繭爾 ImUlI=大、 mt人='1、
日 1 U -1、I'J
ある。第二に、都市部以外でも県内に処分場が不、
足している場合、あるいは管理型、遮断型の処分
場を持たない場合がある。第三に、県境付近など
で経済圏が県域を越えている場合がある。これら
はいずれも同一地方内で相互扶助的に行われ、量
の上でもそれほど大きくない。そのため県外流入
といってもそれほど神経をとがらせていないこと
が多い71。概していえば、西日本の方がそのように
して広域移動を認める傾向が強いようである。
そこで、それらの小規模な移動と、都市から農
村部への比較的大規模と思われる流出との違いに
ついて、県ごとの区分を試みたものが図E・3であ
る。この図は、最終処分段階での流出入量が、本
調査で得られた平均値より大きいかどうかによっ
。1
〆'
北海道、行森、秋1、長野、など
抗手、編品、栃木、岐阜、など
茨城、，1;1 、丁束、愛知、など
東J;C、大阪、 j;(f，¥、0111
n'~1湖、兵服、愛媛、高知
IU流1入の大小IJ.それぞれ、本訓在の-1'1司平均を1M'lとした"
11~終処分i立断で流111= 301，7031、流入=163，34t -c.'ある。
なお、 h~終処分段階品川、191 ，')J1;1 介、中Jnl処月日立|物の数寸:などによる分lïi した内
図E・3 流出入の大小による都道府県分類
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て計4つに分類したものであるが、最終処分段階
での数値が不明の所については中間処理段階で判
断した。流出入の一方もしくは両方について、ど
ちらの段階での数字も明らかでない 4県について
は不明とした。なお、中間処理より最終処分を優
先したのは、上記のように技術面施設面での要因
がはたらく中間処理での移動に対し、埋立処分の
場合には、経済的、地理的な要因による移動であ
る可能性がより高いからである。平均によって単
純に二分してしまったため、精確なものとはいい
がたいが、四大都市圏を中心とする産廃の全国的
な流れをおおまかに把握することはできるだろう。
なかでも特徴的なのは、首都圏からの産廃移動
が福島県や新潟県にまでかかる大きな範囲に及ん
， 
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〆'
。f
でいるのに対し、他の都市圏では、近接県への比
較的小規模な移動にとどまっていると考えられる
ことであるO 埼玉県や神奈川県などは中間処理を
中心に東京などからの産廃を受け入れ、他方で最
終処分段階ではさらに遠くの県へと送り出す、い
わば中継地のような位置にあるが、他の都市圏で
はそういう府県の存在が見られない。また、愛知、
広島、福岡の各県は、周辺からの産廃の受け入れ
量も一定以上に達しており、一方的な流出地とは
必ずしも言えない状況になっている。これに先述
の大阪湾フェニックス計画をあわせてみれば、産
廃移動に関して流出に特化されている東京はかな
り特殊な位置にあることが分かる。
'>{.1 
J' 
1 f 宇一 1WUi¥ 1000}j t 本 i~i，処分場数40未満 行袋、.{/;1I1、など
2 Il lIl il~LlI jG 'I<lA 1000 }j l 本湖、処分場数40以上 お:r字、制品、など
:1援額|発生時t10∞万 l以上、処分場数40以上 北海道、愛知、など
<1 1醐踊|強'1'.1¥1000万 t以上処分場数40米満 r~、東点、など
5 1..1 +191 自制刷、 );0:11 
図E・4 発生量の大小と処分量の大小による分類
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3. 3 施設立地と地域差
量の大きさでは限られた地方での現象に見える
産廃に関する地方負担であるが、現実には全国的
な問題として論じられることが多い。そこで、次
に、処分される産廃の量ではなく、施設数との関
係から県ごとの違いを見てみたい。環境汚染発生
の危険性などを考える上では、処理処分量の大き
さより、施設や投棄の有無自体がより重要な要因
になること、行政による統計的な把握としても、
産廃の量より施設の数の方がより数えやすいこと
などを考えると、施設数による比較の意味は小さ
くないだろう。
そこで、発生量と最終処分場数との関係によっ
て都道府県を分けたのが図II-4である。図II-2と
比べると、施設の比較的多い地域が全国に散ら
" 
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⑪J 
ばっていること、首都圏や大阪などではむしろ少
なくその分が周辺に片寄っていることが分かる。
それに対して、愛知、広島、福岡などの都市域で
は、周辺よりも施設数が多くなっている。
処分量に比べて施設数で地方への集中傾向が高
まる理由の一つは、東京湾や大阪湾などで公共の
施設が大量の産廃を受け入れているからである。
逆に、地方の場合には、都市部から押し出された
形で個々の業者によって施設立地が行われること
が多いため、量に比べて施設数が増えている。中
規模の都市圏でも、県内や近接地に処分場をつく
ることが近年まで、は比較的容易だ、った。
ここに見られる施設数の差は、地域住民の意識
の上では地方の負担がより大きいことを示唆して
いるように思われる。港湾は、区分上は自治体に
属しているとはいえ、その自治体の所有地と見な
ICコ人口一万人あたり処分場数 0.1未満
ゾJ 
f1"'- 2阻阻人口一万人あたり処分場数 0.1以上 0.2未満
3~ 人口一万人あたり処分場数 0.2 以上 0.4未満
4薗圃人口一万人あたり処分場数 0.4以上
5Cコ不明
図E・5 人口一万人あたりの重量終処分場数
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されるべきかどうかには疑問がある O さらに、東
京や大阪のように埋立が進んだ所では、その近く
に住む人もほとんどいない。そのため、新海面処
分場やフェニックス計画に対しでも、環境問題に
関心の高い市民からの反対などはあるものの、周
辺住民による反対運動などは存在し得ないへそ
れに比べて、内陸部の処分場の場合には、過疎地
とはいえ周辺に住む人はあり、水質汚染などの可
能性も高いのである O
そして、過疎地であるほど、地域で排出される
量に対する処理処分量の大きさは際だってくるの
で、意識の上での負担はさらに増すと考えられる。
前節で述べたように、都市の基準ではわずかに見
られる産廃が過疎地では大問題となりうるのであ
る。さらに、人口が多いところであれば反対の声
も大きくなり、行政の対応などを引き出すのも比
較的容易であるが、過疎地になるほど、そうした
力を形成することが難しいという状況もある。
そういう意味では、地方への負担は処分場数以
上に重くなっているのではないかと考えられる O
そこで、人口 1万人あたりの最終処分場数を割り
出したのが図E・5である。これは、裏返せば、自
分の住む地域に処分場を抱える人がどれくらい多
いかを示すものとも考えられるが、ほほ全国的に
表E・1 都道府県ごとの年間産業廃棄物発生量
都道府県名 発 'I=.ほ 難生ほ/人1 爪 5，442，000 2.94 
北海道 44，800，735 7.87 百~ 't'i 3，209，000 2.48 
青森 4，945，000 3.28 京都 5，990，000 2.34 
別手 3，063，000 2.14 大阪 24，590，000 2.86 
'，:f ~.主 5，135，783 2.21 兵Jo1i- 23，862，000 4.38 
秋川 1，604，000 1.32 奈良 1，286，665 0.89 
11 形 2，687，000 2.14 和歌山 6，150，000 5.60 
tNi KIJ 5，144，000 2.40 鳥取 1，803，000 2.91 
茨城 10，396，000 3.49 島 tu 1，584，000 2.06 
栃木 3，087，500 1.55 IM 11 10，676，000 5.46 
1tY; J.l~ 3，860，000 1.92 }j~ ~!J ¥3，553，629 4.72 
I奇てE 14，290，000 2.11 "， r:J 9，795，000 6.33 
千葉 29，919，000 5.15 徳島 2，871，000 3.43 
JI[ J;C 25，740，000 2.22 持川 2，447，000 2.37 
神奈川 21，860，000 2.66 愛媛 10，294，000 6.77 
新潟 7，429，000 2.98 出 };u 1，408，386 1.71 
イ， }I 2，717，000 2.31 稲岡 14，375，000 2.99 
宮山 5，547，000 4.92 長崎 4，145，000. 4.69* 
杭井 2，911，000 3.52 性質 2，112，667 1.37 
11 梨 1，761，948 2.00 熊本 6，り46，000 3.72 
長野 3，590，000 1.64 大分 3，819，000 3.08 
岐阜. 6，305，000 3.00 宮崎 6，767，677 5.69 
静岡 1，808，000 3.16 鹿児島 9，950，000 5.54 
愛知1 17，280，000 2.54 許l' 制 4，533，000 3.50 
( 1'枕、 t/人)
iU 発生日の11'-度は91{Iーから 97{ドまでの間で ~しない。
人口l士、 97年の住民基本台帳による。
「長崎県Jは、排出ほおよび人f:1あたりtJI'1 Hl¥:を示している。
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地方の県で高い数値になっている。表H・1と比べ
ても、一部の畜産県を除いてこれらの県の一人あ
たり産廃発生量が高いわけではなく、都市部など
からの流入がこのような状況をつくりだしている
ことは明らかであろう。
4.産廃の移動と自治体の態度
4. 1 施設の集中と問題発生
前節まで、産廃処理に関する広域移動が数字に
表れる以上に進んでいると考えられることを示し
てきた。それについて確認するものとして、図E・3
で示した流出入区分に基づいて都道府県ごとの最
終処分場数の違いをみたのが表II-2である。流出
が少なく流入が多い県では最終処分場数が多く
なっていることが明らかであろう。単純に考える
と、移動する産廃は地域内で処理しきれなかった
一部でしかなく、その流れは、かわいた砂山が裾
を広げるように中央から地方へ徐々に低くなって
いるように見えるが、図E・4、II-5や表H・2など
からは、見る指標によっては、その形が、山のよ
うに中央が厚いのではなく、むしろ周辺部の一部
で厚いいびつな皿状になっていると考えることが
できるのである。
ここで、確認しておきたいもう一つのことは、
産廃移動量が大都市からの距離などによって均ー
なのではなく、似たような状況にあると思われる
自治体の間にも差があることである。それは、一
つには地形や交通網などの地理的条件によるもの
だが、自治体ごとの産廃に対する対応の差とも関
係があると考えられる。そこで、まずは、住民に
よる苦情や処分場による問題発生への認識につい
て、その違いを見ていこう。
本調査で回答のあったすべての都道府県をとお
して、産廃問題に関する住民からの苦情や反対運
動が一件もないとした自治体はないのだが、表E・
3からは、中でも流入の多い県で苦情の発生が多
いことが分かる。表には示さなかったが、産廃の
不法投棄に対する苦情でも、「流出小・流入大」の
自治体では、無回答を除く 8県のうち 7県が数件
以上あると回答しており、他に比べて高い割合に
なっている。同じく、建設計画への反対運動も無
回答を除く 8県のうち 7県が数件以上あるという
回答であった。これらは、住民にとって見ると、問
題発生率の高さと同時に、建設計画の多さ、した
がって、将来にわたって産廃に関する負担が続く
可能性の高さも示していると考えられる。
他方で、これらの県でも、行政における環境問
題への危険認識はそれほど高くない。本調査では、
水質汚染やダイオキシン汚染など産廃に関する環
境汚染について、それぞれ、すでに発生している
か、または、発生の可能性があるかを問うている O
巻末の集計結果でも明らかなように、そこで問題
が発生しているとした自治体の数は少ないのだが、
その中でも、流出県と流入県との間に差は見られ
ず、細かく言えば、むしろ逆に流入県ほど発生し
たという答えが減っているのである O 例えば、ダ
イオキシン汚染について、すでに問題が発生して
いると答えた数は、流出入がともに少ない県では
無回答を除いた19のうち 8、それに対して流出小
流入大の県では無回答を除いた 5のうちの 2しか
ない。近い将来の発生可能性についても同様の傾
向が見られる。無回答の多さからも推測しうるよ
うに、これらの問題発生は判断に困る部分がある
とは言え、住民からの苦情件数との差は明らかで
ある。だが、その中で、流入県ほど、自治体の態
度と住民運動などとのギャップの存在が大きいこ
とが予想される 0
4. 2 経済的側面への考え方
県外流入規制の実施が全国に拡がっていること
からも明らかなように、産廃に関する地方負担の
大きさは、自治体の産廃担当者の中でなかば常識
になっているO 本調査でも、排出量や流出入にか
かわらず、ほとんどの自治体が、この問題では地
方の負担がより大きいと答えていた。だが、産廃
移動が大きな話題となり流入規制などが行われは
じめてから 10年近いにもかかわらず、この負担の
地域差が残っていることもまた確かであった。そ
こで、その要因の一端について、本調査の結果か
ら確認しておきたい。
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処分場数と流出入大小とのクロス表
流出入の大小
流出入とも小 1流出小流入大 l 流出入とも大 l 流出大流入小
処 4 0未満 17 3 2 
分 一一__ J7~.9_売上i- J43貫Li---〔11.omi-- -{丘雪組
場数 4 0以上 %5)'%9) 1412 (25.0:(45.0 1(20.09b)l(10.0%) 
合計 22 10 7 4 
(51.1%) (23.3%) (16.3%) ( 9.3%) 
表E・2
上段=自治体数、下段=横列の百分比)(注
操業中の施設への苦情と流出入大小とのクロス表表E・3
数件以上
一"ーあ~­
多少ある
ない
???????
流出入の大小による「今後の処分場増設は必要」という意見への賛否
涜出入の大 IJ、
涜出入t~)小;涜出A、浦』入大 l 涜出入 t ~)大;涜出大治人11、
同意 16 8 5 3 
~-~二五ー 1_ _ _(I2~7争L_-< 一一り∞9争L_ ~ _ _ j~3J争L_ ~ _ _ jZ5s'!o2. 
同意 4 0 0 0 
1: 1き乏し~J_ _ _(l8~2争L ~ _______1- 一 一 -L -一一一一一一
無回答 2 0 
表E・4
?????
A 
上段=自治体数、下段=縦列の百分比)(注
ダイオキシン問題の発生有無による「処分場建設は経済効果の
少ない土地の有効利用になる」というメリットへの賛否
表E・5
之よ血墨色
すでに問題化 j近々問題化 l 将来は問題 jあまり問題
i の可能件 ; になりうる i にならない
メリット 10 5 3 1 
ちー呈J一一__ _(fi~~5_~ L _ :_ _ _ (7!，-4男L_: _ _ _ _ _ ~~~.)r~t_: _ _ _ J!QQ.9r~t _ _
メリット 424 0 
_ _ 1__ y~J _ _ _ _(~~~O_~上_:__ _ _ _(~8五%L:______i件多%t_:一一
無回答 202 0 
?????
上段=自治体数、下段=縦夢lJの百分比)(注
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まず、流入規制に関する規定の有無については、
流出が多く流入の少ない自治体を除き、大多数が
規定ありとしているが、県外流入の全面的な規制
についての意見分布では異なった様相が見られる。
流出入とも小さい自治体では賛成とやや賛成が過
半数を占めるのに対し、流出大流入小の自治体で
は無回答を除いてすべてが反対と回答している。
この両者は自治体の置かれた立場を反映するもの
であるが、流入量の多い自治体では、反対または
やや反対とする回答の方がわずかながら上回って
おり、むしろ流出県に近い態度になっているので
ある。これは、ある意味で、流入の現状を肯定的
に示すものと言えるだろう。
これと同じように、処分場の必要性への認識に
ついても、流出入がともに小さい県とそれ以外の
自治体の間での違いが見られる。表H・4に示され
るように、そもそも処分場建設の必要がないと答
えた自治体は全体としても少ないのだが、それは
流出入の少ない県に集中している O この結果は排
出量の大小による影響とは言えず、全体を排出量
が400万トン未満とそれ以上とに分けてみると、
無回答を除いて、前者では必要17に対して不要2、
後者では必要14に対して不要3と、わずかながら
排出量の多い自治体の方が増設を不要とする割合
が高くなっているのである。
これらにも関連すると考えられる自治体の認識
の違いとして、産廃施設の経済的メリットに対す
る意見の分布をみることができる。それも、迷惑
料や雇用促進といった小規模なメリットについて
は流出入による差が少なかったが、地域経済の全
体にかかわる側面では認識の違いが見られた。例
えば、産廃施設の建設が地域の産業活動促進に
とってメリットがあるかどうか、という質問に対
して「ない」と答えた都道府県の数は、流入の少
ない自治体では無回答を除いた 22のうち 6だが、
流入の多い自治体では11のうち2しかない。これ
は必ずしも有意な差と言えないが、さらに、経済
効果の少ない土地の有効活用への評価は、より鮮
明な違いを示している。表II-5では、これをダイ
オキシン問題の発生状況とクロスさせているが、
問題が起きている、あるいは、近々起きる可能性
があるという自治4本の方がこのメリットを認める
傾向にあることが読み取れる。
これらの認識の違いは、地理的な差などによる
影響も一部にはあるだろうが、それだけに帰国さ
せることは難しい。また、流出入との因果関係は、
一方で、産廃施設の立地から得られた経験の違い
によるものと言えるのかもしれない。だが、産廃
施設による問題発生や処分場増設の必要性などの
項目から得られた考察から考えると、これらの認
識の差が、流入量の差につながっている可能性も
示唆されている。
5.むすび
本稿では、都道府県を対象として行われた調査
をもとに、産廃の広域移動と地域格差に関する全
国的な概況を考察しようとしてきた。それについ
て、前回の市町村調査報告との関係も含めて、確
認していきたい。
まず指摘できることは、産廃に関する地方の負
担が全国的に拡がっていることと、その中での首
都圏の特殊性である。前回の調査でも指摘された
一方的な排出地としての東京都の流出範囲の広さ
は、本調査における他の都市圏との比較でも明ら
かであった。とくに、中京、広島、福岡などの都
市圏での産廃移動は必ずしも一方的ではなく、首
都圏や阪神圏と異なる様相を見せていた。そのた
めに大きな移動の流れは首都圏を中心と十る東日
本に片寄っているが、産廃の処理処分に関する負
担の格差を追っていくとその差異は全国に拡がっ
ている。
次に、産廃の広域移動が均等化されたものでは
なく、ある地域に集中する傾向も見られた。これ
については、前回の調査における同一県内でも産
廃施設の集中する市町村とそうでない市町村との
違いがあるという結果とも合わせて考えることが
できる。それと関連して、前節では、産廃施設の
集中に関する違いと、問題発生や経済効果などに
関する自治体による産廃施設への認識の違いとの
相関を見てきた。
こうした状況からは、移動量が減少傾向にある
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といわれる一方で、、産廃施設に関する地域差自体
は、軽減が難しいのではないか考えられるO この
問題に関連するものとして、核廃棄物の集中する
青森県六ヶ所村での研究からは、危険施設の受け
入れが地域振興の起爆剤になるよりも、さらに他
の公共工事や危険施設に依存しがちな地域の経済
構造を生み出すことが指摘されている(松橋・長
谷川・飯島1998)。同じように産廃施設が、経済効
果と同時に、同様の施設を再び呼び込むことが危
倶される。原子力発電所などと同様に、危険施設
や迷惑施設による経済効果は、たとえあるとして
も一面的なものであり、現存の地域格差をくつが
えすほどのものとは言いがたい。経済条件の悪い
地域に産廃施設を作って、かりに周辺の産業活動
に役だったとしても、その地域自体の条件は、ま
すます悪くなり、近接地に処分場を作るという循
環になりかねないのである。
さらに、これは産廃問題全体として指摘される
ことでもあるが、不要物が経済条件の悪いところ
に流れるという状況を変えるためには、生産と消
費を優先して結果としてでた廃棄物はどこかに処
分するしかない、という生産構造の全体を見直さ
なければならないと考えられる。だが、ここまで
見てきたように、流出県と流入県での産廃施設に
対する態度が、かなりの程度で現状を追認する方
向で似ているように思われる中では、その見直し
が起こりにくいだろう。それは、第 1節でも触れ
たが、例えば被害地での住民運動などから起きる
見直しへの提唱がどのように拡がりうるのか、と
いう問いともつながるものである。その意味でも、
産廃施設の必要性や経済効果を改めて疑うことの
必要は大きいのではないだろうか。
注
1)埼玉県庁でのヒアリング(1997年6月24日)など
による。「くぬぎ山jの事例については、藤原
(1998)、横田(1998)などを参照。
2)事前協議制とは、処分場が建設される前、もしく
は県外搬入が行われる前に、搬入計画を提出する
ことを義務づけ、自治体による認可の範囲でのみ
持ち込みを認めるものであり、規制の範囲や厳し
さは自治体によって異なる。
3)串良町での事例については鹿児島県でのヒアリン
グ (1998年2月23日)などによる。
4)この問題は首都圏では1， 2しか報道されなかっ
たが、神奈川の業者は、米軍厚木基地による苦情
の対象となった業者で、また、脱税の疑いなどで
も報道されており、その中で遡及的に報じられた
例はある。
5)豊島の事例については、本誌報告の「その 3jに
詳しい。また、石井(1995)、津川(1997)、豊島
研究会(1998)、原田(1997)、山中(1997)、曽根
(1999)などを参照。
6)住民同意の不要という厚生省の見解に対しては、
三重県、宮城県などいくつかの自治体で受け入れ
がたいという態度が示されている。
7)例えば、前節で触れた鹿児島県ではこの事件のあ
とで最終処分段階での県外流入を原則として全面
禁止したが、九州内のものは例外として認めてい
る。
8)ここでは取り上げられないが、かつての夢の島な
どに比べて東京湾の埋め立て地がはるか沖合に
移っていることなどについては、改めて見直すべ
き余地があると考えられる。
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I The Regional Differences of the Burden 
of lndustrial Waste Disposition in J apan : 
Research Report on Local Governments' Policies for lndustrial Waste (2) 
Ken Fujikawa* 
‘Meijigakuin University 
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This paper is one of the research reports on industrial waste sent for al 47 prefectures' 
governmental offices and 38 city offices that supervise disposal sites. This report deals with 
wide areal carriage and regional differences of waste disposition. 
Though wide areal carriage has been partly regulated from late 1980s. the grasp of nation-
wide configuration remeins a difficult preblem. From this research. it has been become known 
that the range of carriage does not expand obviously except for metropolitan area. but. on the 
number of disposal site per capita. regional differences are come to light so clearly and widely. 
The second half of this paper deals with the relations of these differences and attitudes of 
local governments. First. when we claasify the prefectures into four types according to the 
volume of flows of waste. the tendencies of high-inflow and low-flowout prefectures' answers 
resemble to answers of high-flowout prefectures rather than low-inflow prefectures. Second. in 
these high-inflow prefectures there are more grievances about waste facilities. but governmen-
tal offices tend to consider environmental problems rather optimistically. Third. these prefec-
tures estimate economical merits of industrial waste facilities higher than low-inflow prefec-
tures. 
These affirmative attitudes of local governments seem to indicate a difficulty in improving 
the present conditions of waste carriage and regional differences. 
